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      開 会 午後１時25分 

    ―――――――――――――― 

●中川賢一委員長  ただいまから、大都市税財

政制度・ＤＸ推進調査特別委員会を開会いたしま

す。 

 報告事項でありますが、勝木委員からは、欠席

する旨、届出がございました。 

 それでは、議事に入ります。 

 第２次札幌市ＩＣＴ活用戦略の取組状況につい

てを議題とし、資料に基づき、理事者から説明を

受けます。 

●加茂デジタル戦略推進局長  札幌市では、ま

ちづくりにおけるＩＣＴの活用を進めるため、

2025年３月に、第２次札幌市ＩＣＴ活用戦略を策

定し、戦略に沿ってＩＣＴの活用を進めてまいり

ました。 

 本日は、第２次札幌市ＩＣＴ活用戦略の取組状

況について、ご報告をさせていただきます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、資料につきまして、スマートシティ

推進部長のほうから説明をさせていただきます。 

●朝倉スマートシティ推進部長  第２次札幌市

ＩＣＴ活用戦略の取組状況について、お手元の資

料に沿ってご説明させていただきます。 

 資料の右上にページ番号を記載しております

が、全部で６ページございます。 

 早速ですが、１ページをご覧ください。 

 第２次札幌市ＩＣＴ活用戦略の概要についてご

説明いたします。 

 資料の中段、戦略の構成と期間についてです。 

 基本戦略の期間は、令和６年度から13年度まで

の８年間としており、デジタル変革の基本理念と

して、誰もが最適なサービスを受けられ、デジタ

ルの利便性が実感できる、人が中心のデジタル変

革を掲げるとともに、その理念の実現に向けた六

つの視点として、サービス利用者の利便性向上や

オンライン化の推進などを定めております。 

 ２ページをご覧ください。 

 ＩＣＴ活用施策につきましては、ＩＣＴ分野の

技術の進化や、取り巻く情勢の移り変わりが早い

ことを踏まえて、令和６年度から９年度までの４

年間を計画期間としております。 

 また、基本理念の実現に向け、行政・産業・地

域の三つの分野を設定するとともに、各分野のデ

ジタル変革の推進に横断的に寄与する三つのリー

ディングプロジェクトを強力に推進することとし

ています。 

 資料中段のピンク色の部分をご覧ください。 

 リーディングプロジェクトとして、市民と行政

の接点、フロントヤードの変革、官民データ連携

の推進、デジタルワーク環境の整備を定め、それ

ぞれ、「こう変わる！」の部分に記載の変革を目

指しております。 

 資料下段をご覧ください。 

 行政・産業・地域の各分野のＤＸについて、そ

れぞれ二つの施策を設定して取組を行っておりま

す。 

 各分野の進捗につきましては、次ページ以降で

順次ご説明いたします。 

 ３ページをご覧ください。 

 行政のデジタル変革についてです。右上のグラ

フの部分になります。行政のデジタル変革の指標

として、札幌市の行政手続におけるオンラインカ

バー率を設定しており、2031年度、令和13年度ま

でに100％にすることを目指しております。 

 棒グラフの左から２番目、2024年度の実績は

55.8％となっております。 

 資料左側の進捗状況の二つ目の項目をご覧くだ

さい。 

 令和８年度からは、デジタル戦略推進局行政Ｄ

Ｘ推進室を総務局改革推進室に移管・統合し、業

務の見直しとオンライン対応を含めたデジタル技

術の活用をより強力に推進します。 

 この体制の下、令和８年度は、オンライン化に

関して多くの市民が利用する各保健福祉部の手続

を優先的に取り組みます。 
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 資料下段の左下をご覧ください。 

 リーディングプロジェクトのフロントヤードの

変革に係る取組として、窓口支援システムを導入

することとしており、令和８年度予算案に計上し

ております。 

 本システムにつきましては、令和９年度から豊

平区で実証実験を開始し、令和12年度までに全区

の導入を目指しています。 

 右下をご覧ください。 

 リーディングプロジェクトのデジタルワーク環

境整備の取組として、昨年９月に職員の業務パソ

コンについて、安全性を確保したクラウド環境へ

と移行するとともに、Ｇｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋｓ

ｐａｃｅを導入しております。これにより、検索

性の向上、共同作業や生成ＡＩの活用による業務

効率化が可能となりました。 

 ４ページをご覧ください。 

 産業のデジタル変革についてです。 

 指標は資料右のグラフのとおりですが、ＤＸに

取り組もうとしている市内企業の割合を設定して

おりまして、2031年度までに50％とすることを目

標としております。 

 左側をご覧ください。 

 進捗状況といたしましては、令和４年度から３

年間にわたり、ＤＸの普及啓発や人材育成に加

え、補助金交付等の取組を行ってきたところです

が、令和６年度の指標では29.3％と伸び悩んでい

るところです。 

 資料右下のとおり、今後の対応については、国

の重点支援交付金を活用し、プッシュ型の支援や

伴走支援などを実施する予定でございます。 

 ５ページをご覧ください。 

 地域のデジタル変革についてです。 

 資料右上になりますが、指標につきましては、

デジタル化が進んでいると実感している市民の割

合を設定しており、2031年度までに70％を目指し

ております。 

 左側の進捗状況ですが、この指標は、まちづく

り戦略ビジョンの市民アンケートで把握してお

り、2024年の実績は58.4％と順調に伸びておりま

す。 

 主に増加した分野は資料左側の２項目めになり

ますが、移動・交通、産業・観光、教育の３分野

となっておりまして、さっぽろえきバスナビやＧ

ＩＧＡスクール構想などが影響していると考えて

いるところです。 

 資料左下をご覧ください。 

 リーディングプロジェクト、官民データ連携の

推進として、札幌市ＩＣＴ活用プラットフォーム

の機能強化を図っております。 

 具体的には、行政のオープンデータだけでな

く、民間企業が保有するデータを掲載するホーム

ページを運営するとともに、企業向けにデータ利

活用セミナー等を開催しております。 

 資料右下は、地域への影響が大きい代表的な取

組として、防災・減災ＤＸ、持続可能な雪対策推

進事業を資料として掲載させていただきました。 

 最後に６ページをご覧ください。 

 人材の確保・育成についてです。 

 背景として、デジタル変革を牽引する担い手の

不足、情報システムの安定稼働を担保する担い手

の不足という課題から、今月初めに札幌市デジタ

ル人材育成方針を策定いたしました。 

 本方針では、資料中段に記載のとおり、目指す

人材像を大きく三つの区分に定義し、育成・確保

を進めることとしております。 

 まず一つ目、デジタル技術を活用する一般行政

職員です。全職員を対象とした研修等により、デ

ジタルリテラシーの底上げを図ります。 

 次に、二つ目、本方針の核となるＤＸ推進リー

ダーです。各職場における業務課題を特定し、デ

ジタル技術を活用して改善を主導する役割を担い

ます。 

 最後に三つ目、高度デジタル人材です。全庁的

視座から、市のデジタル基盤全体を構築、維持、

発展させる人材です。 
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 情報システム部におけるＯＪＴを通じた育成の

強化に加え、新たに採用試験におけるデジタル

コースの新設に向けた検討を進めます。 

 推進体制は、デジタル戦略推進局が中心とな

り、全庁的な連携体制の下、人材の確保・育成及

び育成した人材の積極的な活用を推進してまいり

ます。 

●中川賢一委員長  質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

●山田一郎委員  私からは、札幌市ＩＣＴ活用

戦略の中間報告のうち、人材の確保・育成の部分

について質問をいたします。 

 デジタル人材の不足は、国においても、デジタ

ル庁が国家的課題として繰り返し指摘していると

ころであり、これは本市も決して例外ではなく

て、課題として共通の認識をしているところであ

ります。 

 今回の中間報告では、本市が直面する課題とし

て、デジタル変革を牽引する担い手の不足が位置

づけられておりますが、これは裏を返せば、人材

確保・育成が進まなければ、本戦略そのものの実

現が困難になるという認識であると考えておりま

す。 

 その中で、今説明がありましたが、目指す人材

像と育成活用施策では、一般職員のデジタルリテ

ラシー底上げの研修であったり、職場の課題をデ

ジタル技術を活用して解決するＤＸ推進リーダー

の育成、高度デジタル人材は情報システム部内の

ＯＪＴによって育成するということでありまし

た。 

 そこで、まず質問ですが、ＤＸ推進リーダー及

び高度デジタル人材について、実際に現場で中核

的役割を担える水準に到達するまで、どの程度の

育成期間を想定しているのか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  ＤＸ推進リー

ダー及び高度デジタル人材の育成期間についてお

答えいたします。 

 ＤＸ推進リーダーは、デジタル技術や業務改善

に関する知識を習得するほか、実際の課題解決に

生かせるよう、実践を通して、デジタルツールの

活用方法に習熟する必要があると考えておりま

す。 

 そのためには、知識等を段階的に学ぶ期間とし

て１年、自身が所属する部署において実践に取り

組む期間として１年、合わせて２年を育成期間と

して想定しております。 

 また、高度デジタル人材については、各基幹系

システムに関する知識に加え、システム利用部署

の業務内容も把握させるため、情報システムにお

けるＯＪＴの研修を実施する予定です。 

 これまでの情報システム部職員の育成状況を鑑

みて、高度デジタル人材としての育成期間は６年

程度と見込んだところでございます。 

●山田一郎委員 ありがとうございます。 

 今、答弁でも、ＤＸ推進リーダーが、知識に１

年、実践で１年の２年と。高度デジタル人材に関

しては６年ということで、一定の期間を要すると

いう答弁でありました。 

 一方、これまで札幌市のＤＸ、これが必ずしも

大きく前進してこなかった要因の一つとして、現

場の最前線にいる職員が、生成ＡＩやＲＰＡと

いったデジタルツールを日常業務の中で当たり前

に活用して、自ら業務プロセスを見直していく、

いわゆる改革マインドを持った人材が十分に育っ

てこなかった点もあるのではないかと感じており

ます。その意味でも、各職場において、この業務

改善を主導するＤＸ推進リーダーの役割、これは

期待するところではあります。 

 また高度デジタル人材については、民間のシス

テムベンダーと対等に議論できる専門性や庁内業

務システムへの理解、民間でやるのと庁内業務と

両方やるものですから、育成に６年かかると、一

定の年数を要すると思います。 

 この育成していくということについては大変賛

成ではございますが、ここで一つ懸念がございま

す。デジタル技術の進化のスピードと、本市にお
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ける人材育成のスピードの間に生じるタイムラグ

であります。 

 ご承知のとおり、昨今の生成ＡＩをはじめとす

るデジタル技術は、もはや年単位ではなく、数か

月、場合によっては数週間単位で大きく変化して

おり、時間をかけて人材育成を進めたとしても、

その時点では技術や前提そのものが変化している

可能性もあります。 

 そこで伺いますが、デジタル技術の進歩やＤＸ

推進のスピード感に、内部人材の育成だけで追い

つけるかどうか、お考えを伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  デジタル技術

の進歩やＤＸ推進のスピード感に内部の人材育成

だけで追いつけるかという点について、お答えい

たします。 

 ＤＸの推進に当たっては、すぐにデジタル技術

を導入するのではなく、各種制度や業務フローを

しっかりと把握した上で、業務改革から取り組む

必要があると考えております。 

 そのため、まずは各種業務に関する知識と経験

を有する内部人材に、デジタル知識やスキルを身

につけさせるということを優先し、育成を進める

こととしたものでございます。 

 また、ＩＴ企業等での勤務経験があるなど、既

にデジタルの知識を持ち、ＤＸ推進に意欲的な職

員の活用を行うことで、取組のスピードを高める

ことも視野に入れているところでございます。 

 なお、生成ＡＩやクラウド技術の急速な発展に

伴い、数多くのデジタルサービスが提供されてい

ることから、各業務現場に合ったサービスのマッ

チングなどに当たっては、外部の専門的な知見の

活用について、さらに検討を深めてまいりたいと

考えております。 

●山田一郎委員  ありがとうございます。 

 今、答弁にありましたとおり、ＤＸを進めると

いうこと、今回の市役所のＤＸですと、デジタル

の知識に加えて、行政の知識や経験ですとかも重

要な要素になりますので、この市役所の内部の人

材育成を急ぐことについては一定程度理解するも

のであります。 

 また、今の答弁でも、内部人材の育成に加えて

外部の専門的な知見についても活用していきたい

という答弁でありました。 

 一方で、現在、ＤＸやデジタル分野における高

度専門人材につきましては、自治体間だけでな

く、民間企業との間でも獲得競争が非常に厳しく

なっており、また、民間の高い給与水準を踏まえ

ますと、自治体が従来どおりの採用の枠組みだけ

で人材を確保していくことは、なかなか難しい状

況にあるものと認識しております。 

 こうした中、他都市では、副業、兼業といった

柔軟な働き方で民間のトップ人材を登用するな

ど、新たな取組も進められております。 

 そのため、外部人材の活用に当たりましては、

常時関与していただく形だけではなくて、例えば

特定プロジェクトへの参画であったり、最新技術

動向に関する助言や、個別課題の課題解決に向け

たスポット的な支援など、必要な場面に応じて専

門的知見を効率的に取り入れていく視点も重要で

あると考えます。 

 今回の中間報告全体を見ても、ＤＸの推進の成

否は、先ほども言いましたが、技術ではなく人に

かかっているところを感じたところであります。

限られた人的、また財政的資源の中で、札幌市の

ＤＸを着実に前進させていくためにも、内部人材

の育成を進めるとともに、外部の専門的知見を効

果的に活用していく取組を進めていただくことを

求めまして、私からの質問を終わります。 

●森 基誉則委員  私からも、デジタル人材の

確保・育成について質問をさせていただきます。 

 言うまでもなく我が会派としても、デジタル人

材の確保・育成は、本市の行政運営を持続可能な

ものとするために、極めて重要な課題であると認

識しています。 

 札幌市においても、行政のデジタル変革を牽引

する人材の不足や、情報システムを安定的に運用
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管理していく担い手の確保といった観点から、デ

ジタル人材の育成は、まさに喫緊の課題であると

受け止めているものと推察します。 

 今回策定された人材育成方針では、各職場にお

いて、業務上の課題を的確に把握し、デジタル技

術を活用して業務改善を主導するＤＸ推進リー

ダーと、本市全体のデジタル基盤を構築し、維持

し、さらには発展させていく役割を担う高度デジ

タル人材を育成するとの説明がありました。 

 しかし、この説明だけでは、利用者の役割や求

められるスキル、担うべき責任の違いについて、

やや分かりにくいかなという印象を受けました。 

 そこで、共通認識を持つための最初の質問で

す。ＤＸ推進リーダーと高度デジタル人材、それ

ぞれどのような働きを期待しているのか、具体的

なイメージを伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  ＤＸ推進リー

ダーと高度デジタル人材の具体的な活動イメージ

について、お答えいたします。 

 ＤＸ推進リーダーには、周りの職員や上司とと

もに、業務上の問題点を整理・分析し、実際にデ

ジタル技術を用いて解決するという働きを期待し

ております。 

 具体的な取組例としては、日常的に繰り返し発

生する事務処理を、効率化するアプリを自ら作成

して職場内で共有し、職場全体の作業時間を減ら

すといったことなどを想定しております。 

 次に、高度デジタル人材は、システム事業者と

交渉・協議できる専門的な知見を持ち、情報シス

テム部にて、システム利用部署とシステム事業者

の橋渡しを円滑に行える職員であり、安定的に確

保するために、これまで以上に計画的に育成する

必要があると考えております。 

 具体的な取組例は、大規模なシステムプロジェ

クトにおいて、システム利用部署のニーズを捉え

て、開発計画の立案を行うとともに、発注者とし

てシステム事業者を主導し、適切な実行管理を担

うことであります。 

●森 基誉則委員  ただいまの答弁から、ＤＸ

推進リーダーと高度デジタル人材の役割の違いに

ついて、一定程度理解させていただきました。 

 そうなると、全庁的にＤＸを力強く推進してい

くという本市の方針を踏まえれば、少なくとも各

職場に１人は、ＤＸ推進リーダーを配置していく

ことが望ましい姿ではないかと考えます。 

 その上で、育成目標として示されている人数は

105名と、ちょっと中途半端な人数であるんです

が、明確な数値が設定されているのが気になりま

した。 

 そこで、次の質問です。ＤＸ推進リーダーは

2028年度までに105名の育成を目指すとのことで

すが、なぜ105名なのか、もっと多くの人数を育

成することはできないのか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  ＤＸ推進リー

ダーの育成目標が105名であるという理由につい

てお答えいたします。 

 本市機構には部という単位がございますが、病

院局の医師が統括している、いわゆる診療科の部

長を除きますと、部という単位が100程度ござい

ます。 

 まずは令和10年度までに、各部１名ずつ配置す

るということを目標としたところでございます。 

 また、１年間に研修を受講する人数としては35

名を予定しておりますが、これは１年目の研修及

び２年目に想定している各所属での実践過程にお

いて、研修講師及びデジタル戦略推進局がしっか

りと支援できる人数として設定したところでござ

います。 

 ＤＸ推進リーダーの育成は、来年度が初年度と

いうこともあり、まずは確実に35名のＤＸ推進

リーダーを誕生させたいと考えているところで

す。 

●森 基誉則委員  全体で大体100部ほどあっ

て、各部署に１名ずつと。で、１年間に35名ずつ

育成していくということですけれども、育成人数

の考え方については理解しました。 
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 この答弁内容に加えて、正直、予算上の制約な

んかも背景にあるのではないかと勘ぐってしまう

ところではありますが、肝になるのは、より多く

の職員が実践的なデジタルスキルを身につけ、そ

れぞれの部局で主体的に活躍していくことである

と考えます。 

 そのためにも、できる限り多くの職員に研修を

受講する機会を提供し、裾野を広げていく取組を

進めていくべきです。 

 今回の人材育成方針では、研修等による既存職

員の育成に加え、高度デジタル人材の確保策とし

て、新たに一般事務職の中にデジタルコースを設

置すると聞いています。 

 そこで、最後の質問です。この採用の区分や人

数などはどのように考えているのか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  デジタルコー

スの採用区分、採用数についてのご質問でござい

ました。 

 採用に当たっての試験区分や採用数について

は、人事委員会事務局及び職員部と詳細について

協議を進めているところでございまして、現段階

では未定です。 

 高度デジタル人材としての役割をしっかり果た

せる人材を採用できるよう、他都市の事例も参考

にしながら、関係部局とともに鋭意検討してまい

りたいと考えております。 

●森 基誉則委員  まだ決まっていないところ

もあるようですけれども、デジタル人材の採用に

ついては、幅広くというのがキーワードになると

考えます。 

 その意味で、社会人経験者からの採用も一つの

選択肢になるんじゃないかなと考えているわけで

すけども、そもそもデジタル人材の需要は民間企

業においても高く、給与面でも公務員より厚遇さ

れている例が多いのが現状です。 

 しかし、東京などでシステム関連業務に従事し

てきた人の中には、札幌へのＵＩＪターン転職を

希望する層も存在しています。 

 本市の社会人経験者採用試験においても、親の

介護や地元札幌への貢献を動機として受験する人

が少なくないと聞きました。 

 こうした人材は、給与条件よりも仕事の内容や

住環境を重視し、腰も据えて働きたいという意欲

を持つ傾向があります。 

 そのため、本市としては、これらの層にも関心

を持ってもらえるよう、受入環境の整備を進めて

いくことが重要であると念を押して質問を終えま

す。 

●森山由美子委員  私からは、第２次札幌市Ｉ

ＣＴ活用戦略の中間報告のうち、フロントヤード

の変革について質問をいたします。 

 先ほどご説明がございましたとおり、第２次Ｉ

ＣＴ活用戦略では、誰もが最適なサービスが受け

られ、デジタルの利便性が実感できる、人が中心

のデジタル変革の実現に向け、行政・産業・地域

の三つの分野を設定し、各分野のデジタル変革の

推進に横断的に寄与する三つのリーディングプロ

ジェクトを強力に推進することとしております。 

 その一つとして、フロントヤードの変革が掲げ

られ、「区役所に行かない」を選べるように、オ

ンライン手続の推進を行うとともに、「区役所に

行く」を選んでも簡単で分かりやすい窓口にする

ことを目指しております。 

 デジタルに強い方々にとっては、オンライン手

続の推進は非常に有効である一方で、オンライン

申請などに不慣れな方や、対面で相談をしたい方

にとっては、区役所で手続できる環境は非常に大

切であると思います。 

 区役所に来て手続をする方の利便性向上を図る

方策が、窓口支援システムであると思います。 

 そこで質問ですが、この窓口支援システムとは

どのようなものか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  窓口支援シス

テムの概要についてお答えいたします。 

 窓口支援システムは、区役所窓口のうち、来庁

される市民の約半数が訪れます、戸籍住民課窓口
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に導入を予定しているものでございます。 

 現在は、市民にあらかじめ住所変更の届出書等

を記入してもらっている状況です。 

 システム導入後は、直接窓口に来ていただい

て、職員が必要事項を聞き取り、届出書等を作成

する、いわゆる書かない窓口を実現するもので

す。 

 システム導入によって、市民がどの用紙にどの

ような内容を記載してよいか迷うことや、住所変

更の届出の際に併せて請求することの多い住民票

の請求書、マイナンバーカード関連の申請書と

いった戸籍住民課において行う複数の手続におい

て、何度も住所や氏名を書くことを解消できるも

のと考えております。 

●森山由美子委員  窓口を訪れる方が約半数で

あるという、この戸籍住民課窓口には、手続ごと

の届出書や証明請求書がたくさんあって、市民か

ら分かりにくいとか、どのように記入したらいい

か分からないという声を聞いたこともあります。 

 ただいまご答弁いただきましたように、職員が

聞き取りで書類を作成してくれるようになること

は、市民にとって分かりやすい窓口になるもので

あり、負担も減り、非常に期待をするところでご

ざいます。 

 さて、次に、職員側の視点で伺います。 

 市民の方にとって大きなメリットがあるシステ

ムであっても、実際に運用される職員の方々の負

担が多くなるシステムであっては、現場が疲弊し

てしまい、持続可能な取組にならないものと考え

ます。 

 こうした観点から、職員負担を軽減するための

システムとして役割を果たすことができるものな

のか、気になるところでございます。 

 そこで質問ですが、窓口支援システムは実際に

運用する職員にとっては、どのようなメリットが

あるシステムなのか伺います。 

●朝倉スマートシティ推進部長  窓口支援シス

テムの導入による職員のメリットについてお答え

いたします。 

 住所変更の受付の場合、職員は新住所の確認以

外にも、住所変更前後での世帯構成の変更の有無

や続柄に疑義があった場合の戸籍の確認、マイナ

ンバーカードの保有の有無など、様々な確認をし

ており、事務を自信をもって適切かつ迅速に行え

るようになるまでには、一定の経験が必要なとこ

ろです。 

 窓口支援システム導入後は、職員用ガイダンス

機能の搭載によって、システムが効率よく確認で

きる手順を示してくれるため、経験の浅い職員で

あっても、不安なく安定的な業務が可能となりま

す。 

 また、システムで作成した届出書は、印字され

た内容を来庁者と一緒に確認してもらうことにな

りますが、このことにより、聞き間違いなど、入

力ミスを防止することに加えまして、現在バック

ヤードで別の職員が行っております審査業務を軽

減できるものと考えております。 

●森山由美子委員  市民だけではなく、職員に

とっても業務負担の軽減につながるということ

で、市民と職員、両方にメリットのある有用なシ

ステムということで理解をいたしました。 

 さて、最後にシステム開発の部分についてお伺

いをいたします。 

 いわゆる窓口支援システムと呼ばれるシステム

は、多くの都市で導入が既にされており、その多

くは国の共通仕様書に基づいて民間企業が開発し

ているパッケージシステムと聞いております。 

 しかし、札幌市では、既存の住民記録システム

の改修で、窓口支援機能を獲得する予定と聞いて

おります。既に全国の多くの自治体に導入実績の

あるシステムを入れたほうが、これまでのノウハ

ウなどを活用でき、確実な効果を期待できるので

はないかと考えます。 

 そこで質問ですが、窓口支援システムの導入に

当たり、なぜ札幌市では、既存の住民記録システ

ムの改修とするのか伺います。 
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●朝倉スマートシティ推進部長  窓口支援シス

テムの導入手法についてお答えいたします。 

 パッケージの窓口支援システムを導入する場

合、住民基本台帳データが格納されている住民記

録システムとの連携が必要でありまして、多くの

都市が採用しているこの手法は、一定の費用がか

かることが想定されたところです。 

 一方、本市の住民記録システムは、大都市特有

の事務にも効率的に対応できるよう、全国的に珍

しく独自開発したものでございまして、様々な機

能を追加することが可能なものでございます。 

 そこで、住民記録システムを改修し、住民記録

システムそのものに、窓口支援機能を持たせる手

法も並行して検討を進めてきたところです。 

 こうした二つの手法を精査し、比較検討したと

ころ、住民記録システムの改修でも、パッケージ

システムと遜色がない機能の実現が可能であるこ

と、また、費用面についても、初期費用及び運用

経費が安価であることから、住民記録システムの

改修による窓口支援システムの導入を選択したと

いうことになります。 

●森山由美子委員  様々な検討を重ねた上で、

既存システムの改修による窓口支援機能の導入を

選択したということは理解をいたしました。 

 ただ、パッケージシステムの導入に比べて、シ

ステム改修での導入は、自由度が高いことの裏返

しで、適切な機能を実装するために、きめ細かな

検討が必要であり、難易度がより高いものと思い

ます。 

 これからの具体的な改修が第２次ＩＣＴ活用戦

略で目指すフロントヤードの変革の成否に大きな

影響を与えるものと考えますので、本市によりふ

さわしいものとなるよう、しっかりと改修内容を

検討・開発することを要望いたしまして、私の質

問を終わります。 

●長屋いずみ委員  私からも、第２次札幌市Ｉ

ＣＴ活用戦略の中間報告のうち、行政のデジタル

変革について３点伺います。 

 2031年度までに、原則として全ての行政手続を

オンライン化するとのことですが、デジタル化に

当たって個人情報の保護を厳格に行い、住民から

の信頼を得ることが不可欠だと考えます。 

 2024年時点で、オンラインカバー率は55.8％と

なっております。 

 そこで、まずオンライン可能と整理している業

務とは、どのような範囲を指しているのか伺いま

す。また、分母となる総数と現状認識について伺

います。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  オンライン化が可能

な手続の範囲と総数、現状認識についてお答えい

たします。 

 市民や事業者から札幌市に対して行われる申

請、届出、請求、申込みなどのうち、法令上の制

約等があるものを除いた6,400種類ほどの手続が

オンライン化の対象範囲と考えております。 

 オンラインカバー率は、市役所で発生している

手続の総件数のうち、オンラインで申請可能な手

続の件数の割合であり、令和６年度の実績につい

ては55.8％で、目標達成に向けて着実に進めてき

たものと認識をしております。 

●長屋いずみ委員  2026年度は、多くの市民が

利用する保健福祉部を優先的に取り組むとされて

おります。 

 保健福祉の窓口は、生活困窮者、高齢者や障が

い者などの手続を行うことが多い場所です。2025

年第１回市民意識調査での第２次札幌市ＩＣＴ活

用戦略について、職員と対話できないのが不安、

が約２割という結果もありました。 

 コンビニやオンラインは便利と分かっている市

民は多いと思いますけれども、やはり対面で、窓

口のほうが安心と思われる方も一定数おられると

いうことです。住民それぞれのアクセスしやすい

対面窓口を併設することが現実的だと思います。 

 そこで、法律上、面談が必須とされている手続

などを除き、オンライン化を進めていくとお聞き

しましたけれども、困り事は多岐にわたりますの
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で、そういった場合は窓口において柔軟な対応を

されるのか伺います。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  オンライン化と窓口

との関係等についてお答えいたします。 

 オンライン化の取組は、申請者である市民や事

業者に対して、来庁での申請という従来の方法に

加えて、オンライン上でも申請できるという新た

な選択肢を提供し、利便性を実感いただくことを

目的とするものです。 

 このため、現在の窓口でのサービス水準が後退

するようなことはなく、各窓口においては引き続

き、申請者の困り事などに応じて、柔軟な対応が

行われていくものと認識しております。 

●長屋いずみ委員  後退することはなくという

ことでした。本戦略は、人が中心のデジタル変革

を掲げており、利用している市民の意見を聞きな

がら進めることが必要と考えます。 

 そこで、次の質問ですけれども、現在の評価指

標は、オンライン化率など量的指標が中心です

が、ＤＸ推進の評価指標に、住民満足度、支援に

つながった件数、相談機会の確保など、質的指標

を加えるべきと考えますが、ご見解を伺います。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  指標設定の考え方に

ついて、お答えいたします。 

 申請手段を来庁にするか、オンラインにするか

は、市民一人一人のご希望に応じて選択いただけ

るよう、多様な手段を提供することが市民サービ

スの向上につながるという考えの下、戦略では、

実際のオンライン申請数ではなく、オンラインカ

バー率を指標に設定したところです。 

 また、デジタル化が進んでいると実感している

市民の割合といった、市民目線に立った指標も設

定しており、行政手続のオンライン化を推進し、

多くの市民にデジタル技術の利便性を実感してい

ただくことが重要と考えております。 

●長屋いずみ委員  市民目線の設定もあるとい

うことでした。 

 市民の個人情報を守ることは行政の基本的責務

です。セキュリティー対策においては不備がない

ように、また、オンライン申請手続で便利になる

ことと対面サービス、どちらもあってこそ、行政

サービスの向上になると思います。 

 デジタル変革は大きな可能性を持つ一方で、そ

の恩恵を受けにくい方々への配慮も不可欠です。

検証しながら進めていただくことを求めて質疑を

終わります。 

●脇元繁之委員  私からは、第２次札幌市ＩＣ

Ｔ活用戦略で示されている、デジタル変革の推進

に寄与する三つのリーディングプロジェクトのう

ち、行政のデジタル変革についてお伺いをしたい

と思います。 

 その前に、今これだけ、これ原稿３行ぐらいな

んですけど、いっぱいＩＣＴとか、デジタル何

ちゃらとか、リーディングプロジェクトとか横文

字ばかりで、分かる人には分かるんでしょうけど

も、分からない人は全然分からない。ＩＣＴって

何ぞや、情報通信技術というものだということ

で。ＤＸって何だ、デジタルトランスフォーメー

ション、デジタル技術によって、人々の生活やビ

ジネスをよりよいものに変革するという。 

 横文字がたくさんあるので、僕もなかなか、明

日58歳になるんですけども、こういう横文字も、

一生懸命勉強しながら、まちづくり、一緒に取り

組んでいきたいなと、そんなふうに思いますの

で、よろしくお願いします。 

 さて、そんな中で、デジタルワーク環境の整備

に関する代表的な施策として、昨年９月から職員

の業務パソコンを、安全性確保の観点からクラウ

ド環境に移行したことと併せて、情報資産へのア

クセスと検索性の向上、共同作業や生成ＡＩの活

用による業務効率化を可能にしたとあります。 

 そこで、まずこのうちの生成ＡＩの活用という

ことについて、実際にどの程度、各職場で利活用

されているのか、その実態を把握しているのであ

れば教えていただきたいと思います。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  生成ＡＩの利活用の
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状況についてお答えをいたします。 

 Ｇｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋｓｐａｃｅを導入した

ことにより、業務にパソコンを使用する全職員、

約１万6,000人が安全に生成ＡＩサービスである

Ｇｅｍｉｎｉを利用できる環境が整い、直近１か

月では１日当たり、約4,300人の職員が利用して

いるところです。 

 当室では、職員向けのポータルサイトを作成

し、生成ＡＩへの指示文のひな形や活用方法の情

報発信のほか、庁内各局に対し、生成ＡＩ活用の

個別支援を行っており、これまでにデータ抽出や

手書き資料の読み取り、勤務シフト表の作成な

ど、約20件の伴走支援を実施してまいりました。 

 なお、Ｇｅｍｉｎｉ以外にも各部署における個

別のサービスとして、生成ＡＩによる多言語お客

様案内サービスの導入や、孤独・孤立対策とし

て、ＡＩによるお悩み相談サービスの実証等にも

取り組んでいるところでございます。 

●脇元繁之委員  ありがとうございます。 

 パソコンを使用する全職員、約１万6,000人が

安全にＧｅｍｉｎｉですね、これを利用できる環

境が整って、１日当たり約4,300人の職員が利用

しているということでありました。 

 また、職員向けのポータルサイトを作成して、

庁内各局に対し生成ＡＩ活用の個別支援を行って

いると。各部署における個別のサービスとして、

実証等にも取り組んでいるということでありまし

た。 

 今の答弁をお聞きしていると、市役所内で実に

多くの職員の方々が生成ＡＩを利用していて、利

用促進のための個別支援や伴走支援にも力を入れ

ていることが分かりました。 

 確かにこの生成ＡＩは、何かを検索するにも、

文章を作成するにも、大変便利なツールではあり

ます。 

 一方、よく言われているのが、この人工知能に

あまりに頼り過ぎると自分で考えることが少なく

なり、人間としての思考能力が低下したり、だん

だん手書きなどで文字を書けなくなるおそれもあ

るといった指摘もなされているところでありま

す。 

 そんな時代の申し子のような生成ＡＩの登場で

はありますが、行政における業務の効率化を目指

すあまり、生成ＡＩという文明の利器に振り回さ

れる、もっと言えば、人間がＡＩに使われている

ような様相になっては本末転倒だと思います。 

 そこでお尋ねしますが、業務の効率化と、生成

ＡＩの活用についての基本的な考え方を改めてお

示しいただければと思います。 

●岩田行政ＤＸ推進室長  業務の効率化と、生

成ＡＩの活用に係る基本的な考え方についてお答

えいたします。 

 人口減少などの社会的な変化に対応し、行政

サービスを維持・向上させていくためには、生成

ＡＩを含むデジタル技術を活用し、生産性を高め

ていくことが不可欠であると認識をしておりま

す。 

一方で、委員ご指摘のとおり、生成ＡＩに頼り

過ぎると、職員の文書作成力や企画力が低下する

といった懸念もありますため、業務での活用に当

たっては、職員の能力の維持と生成ＡＩによる効

率化を同時に追求する必要があると考えておりま

す。 

具体的には、上司が若手職員に対し、初めから

生成ＡＩに業務を委ねるのではなく、まずは自ら

考えさせることや、ＡＩの回答をあくまで素案と

して捉え、職員同士で議論を重ねさせるなど、各

職場において思考力を高める人材育成が必要と考

えております。 

これらの基本的な考え方については、研修等の

機会を通じて職員に徹底するよう周知してまいり

ます。 

●脇元繁之委員  ありがとうございます。 

 行政サービスを維持・向上させていくために、

デジタル技術を活用し、生産性を高めていくこと

が不可欠。だが一方で、職員の文章能力や企画力
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が低下するといった懸念もある。業務での活用に

当たっては、職員の能力の維持と生成ＡＩによる

効率化を同時に追求する必要があるという認識と

受け止めました。 

 そういった懸念等も含めて、研修等の機会を通

じて職員に徹底するよう周知するということであ

りました。 

 ただいまの答弁で、行政サービスの維持・向上

に向けた生成ＡＩ活用の不可欠性と、一方で懸念

される職員の思考力低下に対する認識を伺いまし

た。 

 これらを踏まえ、最後に私から要望させていた

だきます。 

 まず業務の効率化や省力化において、ＡＩの使

用は、もはや避けて通れない必須の取組であると

考えます。市役所内でも、直近で１日当たり約

4,300人の職員が活用しているとのことですが、

ＤＸ推進の強力なエンジンとして、さらに活用範

囲を広げていくべきと考えます。 

 ただ、一方で、最も重要なのは、ＡＩはあくま

でも業務の補助であるということを明確に認識す

ることであります。 

 答弁にもあったとおり、ＡＩに頼り過ぎて、そ

の回答をうのみにするのではなく、正確性を調

査・検証するファクトチェックを徹底した上で、

それを素案として、職員同士で議論を深め、最終

的には人間が責任を持って判断を下すというこ

と。これは私自身にも同じことが言えますが、こ

のプロセスこそが、まちづくりにおける行政の質

を担保するものであると考えます。 

 文明の利器に頼り過ぎるのではなく、それを使

いこなす姿勢を磨き、ＡＩの利便性を最大限に享

受しながらも、職員一人一人の思考力や創造性を

高めていく。そのようなデジタル変革を力強く進

めていただくよう、また、できるだけ横文字も分

かりやすいような言葉で表現していただくよう強

く要望いたしまして、私の質問を終わります。 

●中川賢一委員長  ほかに質疑はございません

か。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

●中川賢一委員長  なければ、質疑を終了いた

します。 

 以上で、委員会を閉会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      閉 会 午後２時13分 


